
1 
 

 

タイトル  
外務省の罪を問う 

やはり外務省が日本をダメにしている 

著  者 杉原 誠四郎（すぎはら せいしろう）  

出 版 社 自由社 

発 売 日 2013年 2月 25日 

ページ数 247 頁 

 

 著者は、日本が良い方向に再生することを願って、外務省を批判している。すなわち、

ありもしない嘘までついて日本を貶める、逆に、日本の名誉になることは、嘘でもないの

に口に出しては言えない。現在の日本はそのような状況下にあるという。 

 過度に近隣諸国の顔色をうかがう、引きこもりの矮小国家になっている。そのような状

況の日本を次の若い世代にこのままの状態でバトンタッチして良いものだろうかと考え、

もはや外務省の批判は避けられないという結論に達する。まさに憂国の書である。何が書

かれているかその概要を覗いてみよう。まず目次は以下の通りである。 
 
序文にかえて 加瀬英明 
はしがき 
第 1 章 外務省の無能と怠慢  戦前編 
（１）何という失態だ、こういう事態を恐れて病を押して帰朝したのだ 
（２）愚劣なる 21 カ条要求 
（３）爾後国民政府ヲ対手トセズ 
（４）あなた方の息子は、いかなる外国の戦争にも送られることはない 
（５）長期の予想は必敗は予想するに及ばず 
（６）私はなぜ自殺をしなければならないのか、私は外交官である 
 
第２章 外務省の無能と怠慢  戦後編 
（１）私自身をあなたの代表する諸国の裁決にゆだねるためおたずねした 
（２）吉田茂と警察予備隊 
（３）防衛庁がインパール作戦について謝罪したことがありますか 
（４）アジアの近隣諸国の友好、親善を進めるうえでこれらの批判に十分に耳を傾け、 

政府の責任において是正する 
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第３章 外務省の実態と期待される外交官の能力 
（１）外交官に必要とされる能力は、瞬時の執務能力と長期の展望能力である 
（２）逃げろ、対応するな、抗議は後でする 
（３）何のための ODA か 
 
第４章 外務省改革論  一般論 
（１）外交官の問題 
（２）在外公館の問題 
（３）外務省全体の問題 
 
第５章 外務省改革論  特別編 
（１）外務省の劣悪さは 
（２）戦争責任を明確に 
（３）一般意思に基づく政策決定を 
あとがき 
 

 本書をざっと読むと、どの事件も他の文献などで読んだものがほとんどで、とくに新し

い知見は得られなかったが、外務省が、外務省職員が、外交官が、いかに欺瞞で、無能で、

脆弱か、そのことによって日本をいかに台無しにしているか、戦後繰り広げられた実際の

具体的な事件、事例を著者は列挙して批判している。 

 

（1）日米開戦あたって、最後通告手交を遅らせたため、真珠湾攻撃が騙し討ち（いわゆる

Sneaky attack）になった事件。明らかに日本はアメリカに騙されるかたちで開戦してはい

るが、外務省が中心になって、戦争責任を旧軍部に押し付け、さらには原爆投下の要因と

もなった自分たちの失態を引き起こした張本人を外務次官に栄達させ、しかも勲一等まで

与えたという。まさに、国民に対する裏切り行為である。 

 ただ、考えておくべきは、イラク戦争と同じで、アメリカに戦う理由があったからでは

なく、戦いたかったから理由を考えたわけである。すなわち、アメリカは日本を攻めたか

ったので、理由を作ったわけである。つまり、好戦的な日本が、平和的なアメリカを攻め

たわけではないのです。我々が反省すべきなのは、「アメリカに先制攻撃したこと」ではな

く、「アメリカの謀略に見事にはまって、先制攻撃をさせられたこと」である。 

 

（2）尖閣諸島購入問題時の日本外務省と中国外交部とのやり取りでは何があったのか？ 

 

（3）文部省の教科書検定で、日中戦争での「侵略」を「進出」に変えたという事実としては
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ないにもかかわらず、問題をこじらせてしまった事件。 

日本は、欧米や東アジアの一部の反日的国家からの日本罪悪論のプロパガンダを丸呑み

してしまい、宮沢喜一元官房長官に至っては、わが国の歴史教科書に対して近隣諸国条項

をみずから組み込むという、恐るべき卑屈ぶりだった。国内においても、実質的に左翼陣

営に乗っ取られてしまった歴史観を、特定の意図を持った東アジアの一部の反日的国家に

まで明け渡してしまった訳である。 

 その後も、日本には経済協力さえできれば、国民の歴史観などどうでもいいと思う稚拙

なリーダーが続出した。 

 

（4）靖国問題では、いわゆる A 級戦犯の合祀を決まって追及してくる。しかし、A 級、B 級、

C 級合わせて約 1000 人が合祀されている。彼らは死刑ですでに罪をあがなっている。国の

ために殉じた人の霊をまつるのは当然である。 

 

（5）著者は「新しい歴史教科書をつくる会」の会長を務めている。「つくる会は」は、日本

を守る為に、外務省との闘いの中で誕生し、外務省と闘い続けている。新しい歴史教科書

をつくる会の教科書を検定審査会の元外交官が不合格を画策した事件とは？ 

 

（6）北方領土問題 戦後 70 年、北方領土問題が、いささかも解決していないのは、やはり

外務省の無能の所為として責めてよいのか？ 

 

（7）竹島問題は、1952 年当時の李承晩大統領が、一方的に「李承晩ライン」なるものを設定

して、竹島を韓国領土に編入してしまった事件である。日本政府の要請を受けて占領軍は、

何度か「竹島は日本の領土である」との声明を発してくれたが、李承晩ラインの撤回はな

かった。それが現在まで続いており未解決のままである。 

 

（8）大韓航空機爆破事件で日本人になりすました北朝鮮人の犯人（金賢姫）を見つけ出した

外務省職員のその後の処遇はどうなったか？ 

 

（9）河野談話と従軍慰安婦問題での外務省職員の本来の任務は？ありもしない不名誉なこ

とが中学校の歴史教科書に載っている。というのも、慰安婦問題は日本の反日・左翼勢力

によって火がついた経緯がある。すなわち、「反日」の日本人が創りだしたフィクションで、

反日日本人が産みだしたプロパガンダを韓国政府が活用し、日本国民の先祖が貶められて

いるというのが真実である。従軍慰安婦という言葉自体が彼らの造語で、日本官憲による

慰安婦の強制連行など無かったにもかかわらず、1993 年に河野洋平元官房長官が、軍の関

与や強制を認める河野談話なるものを出し、現在まで禍根を残している。 
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（10）ペルー大使公邸人質事件の顛末と大使の態度？ 

 

（11）南京事件 もとをただせば原爆投下を正当化するために占領軍によって創作された南

京事件。 

 

（12）瀋陽事件に見る日本領事館の怠慢ぶり。この時のテレビ映像での日本大使館の狼狽ぶ

りは今でもはっきり思い出す。 

 

（13）何のための ODA か。呆れた外務省。これについては後述する。 

 

（14）6000 人のユダヤ人を救った杉原千畝のその後の処遇は？ 

 

（15）中国漁船拿捕事件では中国政府の居丈高な圧力に屈した仙谷由人元官房長官および外

務省の情けなさ！ 

 

（16）いま日本は強硬に見える中国外交だが、その実権を握っているのは、実は外務省内

のチャイナスクールだと言われている。中国との友好関係を最優先する外務官僚の集まり

だ。 
 彼らが中国との対立を避ける背景には、「外務省で出世するには中国から評価されるしか

ない」という閉鎖的な人事構造があるからだ。すなわち、「中国課長」の次は「アジア大洋

州局長」、その次は「駐中国大使」という流れである。 
 そのため彼らは事ある毎に、「自虐的土下座外交」を続けてきた。教科書問題、国連の常

任理事国問題、領土問題である尖閣諸島、日中韓にとっての年中行事である靖国問題、な

どである。その積み重ねがここまで、中韓を付け上がらせてしまったというわけだ。 
などなど・・・・・。 

 しかし、これらの大部分の先導役を果たしているのがじつは「反日日本人である」とい

うのも情けないが、中韓は、共に嘘の情報を世界中にばらまき、不安定な自らの国を支え

ようとしているのも事実である。 

 

 占領が終わって 60 年、いまなお「自虐史観」の大きな流れが消えないことに対して、日

本の有識者は東京裁判を嘆くのだが、いまは東京裁判そのものを批判するより、東京裁判

を捨て去ることができない日本の言論構造の問題として捉えるべきではないかと述べ、「そ

の根本原因は、外務省が自己の戦争責任を隠したことにある」と指摘する。 

 もし、占領解除直後、国家の公的機関として調査委員会を設け、かの戦争はなぜ避けら

れなかったのか、完全にではないにしても出来るところまで明らかにしていたら、「東京裁

判史観」は、その時点で基本的に消滅していたのではないだろうか。少なくとも今日のよ
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うに猛威をふるうようなことはなかったのではないかと著者は指摘する。 

 

 国際社会においては、真っ当な国として国民を導くためには、「国家観」といった上位概

念こそが、「経済成長」以上に重要であり、そこには絶対に譲れない一線があるという認識

がなかったが故に、吉田ドクトリンというシナリオを書いた吉田茂も、生きていて今の日

本を見たら、「ここまでバックボーンのない国家に変節してしまったか」とびっくりするで

あろう。 

 何時までも真っ向から反論もせずに耐え忍んでいるだけで、「対話の用意はある」程度の

意思表示では、近隣諸国に何が言いたいのか読めないのではないか。近隣諸国も英語圏の

思考体系と同じで「言われていないことを察して反応する」人種ではないことを知るべき

である。 

 

第 3 章にある「何のための ODA（政府開発援助）か」では、外務省が無能なのかどうかを

明らかにするために、ODA の問題点を見てみよう。 

21 世紀の日本の国際福祉として、直接の国益は顧慮しないで、まさにひとえに善意とし

て低開発国、発展途上国にたいして、経済開発その他生活向上に向けて貢献するというこ

とは認められてよいと思う。 

しかし、ODA 供与の相手国自身が、他の国に対して ODA を行っている場合、さらにまた

その国内において明らかに「反日教育」が行われている国に対して、日本国民の税金であ

る ODA の資金を供与することは、日本国民に対する裏切り行為である。 

関る省庁も、外務省だけでなく、財務省、経済産業省を初めとして 10 省庁以上が関りを

持つ。だが、その中で、やはり外務省が、中心であり、その中心となる外務省が無能であ

るため、広い意味での国益にならず、ただ垂れ流し、さらに逆効果となる ODA 供与が行わ

れてきた。その内容は、有償資金協力（いわゆる円借款）、無償資金協力、技術協力の三種

であるが、それらは本文で詳しく述べられている。 

当時「日中友好」と言われた時期で、多くの日本人を騙して、膨大な国富を奪った美し

い言葉だった。1980 年代には、「日中は同文同種の国」とマスコミが流すスローガンが友好

幻想を掻き立てた。当時、70％以上の日本国民が中国に親しみを感じていた。 

最近は、尖閣諸島問題や反日デモなどで、この種のスローガンの胡散臭さが誰の眼にも

明らかになり、最近では、中国に親しみを持つ人は 20％台にまで落ち込んでしまった。 

しかし、過去 20 年ほど「日中友好」に騙されてきた結果、3 兆円以上（日本国民一人当

たり 3 万円）も貢いできた対中 ODA は中国国民にも知らされず、感謝もされずに忘れ去ら

れようとしている。 

この対中 ODA 政策で、最も残念に思われるのは、平成元年、中国で天安門事件が起こっ

て、江沢民が総書記になった時からである。江沢民は国民の「天安門批判」をかわすため

に、1994 年「愛国主義教育実施要綱」を発布し、平然と「反日教育」を開始した。この時、
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外務省は一切抗議せず、傍観しているのみで、ODA 供与を中止しようともしなかった。そ

のような反日教育を始めた国に、「ODA の供与を続ける大義がどこにあるのか」という当然

の意見は出たが、このまま反日教育が進行すれば日中関係はどのようになっていくのか、

そのことを外務省は読み取ることさえできなかった。 

読み取ってさえいれば、それを少しでも防止する巨額の ODA 供与を中止する手段がある

にもかかわらず、一切そのような措置をとろうとしなかった。人殺しを平然と行う中国の

政治文化と、人殺しをほとんどしない日本の政治文化とは、同じく漢字文化圏にありなが

ら、水と油にように異なる。 

そのうえ大国意識の強い中国は、必ずや心を開かないところがある。よって、対中国 ODA

政策はつねに中止の動向を内に秘めておかなければならない。しかし、外務省にはそのよ

うな長期の展望を抱く能力がない。あれば、中国が感謝の念の表示が少しでも弱めれば、

それだけ ODA 供与を減らすという政策を描くべきであった。 

マスコミの中国経済賛美に乗せられて日本企業の対中投資額も 10 兆円規模に達している

が、日本企業がいざ中国から撤退しようとしても投資分を返さない。日中友好の美辞麗句

に騙されて、膨大な国富を我々は奪われて続けてきたのである。 

ODA の戦後賠償の側面は、敗戦に基づいた戦後という国際関係の中にある部分の他に、

外務省が自己の都合でそれに乗っかり、その敗戦構造による自虐史観を拡大させ、そして

そこに外務省自身が安住している。つまり、外務省は、外交という重要な役割を使って、「戦

争贖罪意識の外国への発信機関」、そしてそのために「自虐史観の拡大再生産機関」になっ

ているというわけです。これが、別名「害務省」といわれる所以である。 

 

 近隣諸国の「日本たたき」を見ていると、「駄目だなあ、日本は」と思ってしまうが、ど

うしてどうして、日本は国際的に高く評価されているのです。そこには無意識にも他人を

思いやった行動をとることが出来る日本人の精神が大きく関係している。 

 この 5 月に読売新聞に「世界に好影響」日本 4 位。という見出しの記事を見た。英 BBC 放

送が読売新聞社などと 25 か国で共同実施した世論調査によると、日本が「世界に良い影響

を与えている」との回答は 51％で、「悪い影響を与えている」の 27％を大きく上回った。

日本は前回調査では「世界に良い影響を与えている」が 58％で、2008 年以来トップだった。 

 今年に入って、日本が「世界に悪い影響を与えている」との回答は、中国では調査を実

施した 25 か国の中で最も高い 74％に上り、韓国が 67％と続いたそうだ。4位に落ちたのは

中韓の評価に原因があるようだ。 

 この中韓は日本に対しては言いたい放題、やりたい放題で、もしかすると中韓は日本が

外国であることを理解していないのではないかと思われるほど、相手が日本なら、無理で

も出鱈目でも許されると考えているようだ。 

中韓両国は、前の大戦の戦勝国でも何でもないが、戦勝国・敗戦国の固定化を図り、日

本の戦後を永続させようとする姿勢は、日本国内の護憲派のあり方とよく似ている。 
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 それにしても、中韓は毎日、日本、日本、日本・・・である。中韓の国民、メディアは

日本離れが出来ず、意地になって反日をやっている。もっとも、両国とも激烈な論争体質

を持つ民族なので、今後とも、揚げ足を取られないように発言には注意が必要である。 

 中韓とも国内世論対策上、領土問題や慰安婦問題を持ち出し、強硬姿勢を取らざるを得

ない事情から、「嘘」を重ねる自縄自爆に陥っているようだ。 

 現在の外務省は、国民の一般意思から大きく離れており、反国民的である。ということ

で、著者は、「10 年か 20 年に一度、臨時外交審議会のようなものが、内閣直属の審議会と

して、国民に開かれて審議されるべきだ」として本書を閉じている。 

 

アメリカで慰安婦の碑が建てられたり、州議会で対日非難決議が出されたりしたため、

「アメリカが日本の戦争責任を追及するのであれば、我々も原爆問題でアメリカを批判す

べきだ」という人もいるが、それでは結局中国の思う壺だ。中国からすれば、日米にいが

み合ってもらいたくて、わざわざアメリカの舞台を利用して反日宣伝に余念がないのであ

る。中国が振りかざす歴史カードは、（1）専制に対する自国民の不満を反らす。（2）日本

人の闘争心を挫（くじ）く。（3）日米の離間 を大きな目的にしているわけである。 

このような状態下では、もし、安倍首相がアメリカを怒らせると、イラク戦争で懲りた

今はなおさら、「ちっぽけな島の領有権などで地域紛争に巻き込まれるのは真っ平だ」とア

メリカが尖閣問題にはあくまで非介入という誤ったメッセージを中国に送れば、最も喜ぶ

のは中国である。その時、中国は安心して尖閣を取りに来るというわけである。 

 

著者は、外務省の改革なくして、日本の未来はないと言い切っている。本書は、重複す

る文章が多く、少し読みづらい部分もあるが、外務省の現状をしっかり伝えてくれる。 

ただ、いま日本国民にはフラストレーションがたまっている。著者は外務省批判をした

後、返す刀で国際的な視野から見て、今後日本はどのように生きていくべきかについて、

国民が大いに励まされるような前向きの対策を本書で示して欲しかった。 

日米共に、情報公開が進んで、歴史の見直し（これも問題ですが）が出来る環境にある。

「日本は何かおかしいな」と心底思っている人にはお薦めの書です。 

 2013.5.25 


